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       時代の課題が商売に繋がる！ 

 
 
 
 
 
 
 
 

                              

                              

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

                                                        

ＮＯ.６ 

～行政と連携し地域の特性を
　　　　　　　生かした「まちづくり」～

　商工会合併後、商工会活性化委員会による初の
「市長との懇談会」が9月20日大仁市民会館で開催
された。
　テーマは「伊豆の国市の産業振興と地域活性化」
として、①総合計画を推進する過程での地元事業
者の参画の可能性、②まちづくりへの取り組みを
あげた。
　現在、商店街が衰退し、商業集積地(アピタ)の
近辺に出店を試みたい事業者は多々あるが、資本力
の低下により侭ならぬ状態にあることを受け、市も
この地域を商業集積地にすることを検討している。
　又、まちづくりについて定住人口拡大に向け「安
心・安全な住みよいまちづくり」をキーワードとし
南条地区の整備事業、特に伊豆長岡駅については
伊豆の国市にある５つの駅の中でも中心的な駅で
あり、地域高齢者や観光客のためバリアフリーなど、
大きな整備の検討が必要。田京駅についても行政・
医療機関利用者の利便性のため、西側改札口の
設置。
　地元の高齢者への対応等については、公共交通
機関利用券の拡充を検討する。
　地域活性化は、行政と連携し地域の特性を生かし
た、まちづくりを模索するといった懇談がされ、その
中で望月市長は「時代の課題をビジネスチャンスに
繋げることで、大きな売上となる。
行政だけでなく事業者も努力をして頂きたい」と述べ
た。
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制度の概要 

中退共制度は、昭和 34 年に中小企業退職金共済法に基づき設けられた中小企業の

ための国の退職金制度です。 

中退共制度をご利用になれば、安全・確実・有利で、しかも管理が簡単な退職金制

度が手軽に作れます。 

この中退共制度は、独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小企業退職金共済事業

本部（中退共）が運営しています。 

制度の目的 

中小企業者の相互共済と国の援助で退職金制度を確立し、これに

よって中小企業の従業員の福祉の増進と、中小企業の振興に寄与することを目的と

しています。 

制度のしくみ 

事業主が中退共と退職金共済契約を結び、毎月の掛金を

金融機関に納付します。従業員が退職したときは、その従業員に中退共から退職金

が直接支払われます。 

事業の概要（19 年 7 月末現在） 

加入している企業 381,817 所 

加入している従業員 2,915,862 人 

運用資産額 約 3.6 兆円 

お問合せ：伊豆の国市商工会本所、各支所 

本所 055-949-3090  ・伊豆長岡支所 055-948-5333・大仁支所 0558-76-3060 

    中小企業退職金制度加入促進強化月間 
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ホームページがリニューアルされました 

 伊豆の国市商工会のホームページがリニューアルされました。会員紹介ページの

リンク先を募集しています。自社のホームページをお持ちの方は、商工会本所 

（会田）までお知らせください。伊豆の国市商工会 ＨＰアドレス 

     http://www.izunokuni.org/ 

「三島公共職業安定所」よりお知らせ 

「社員の安全守るのは、社長の責任であり会社の義務です。」 
（10月は、労働保険適用促進月間です。） 
社員、従業員、アルバイトなど１人でも雇っている会社は、すぐに労働保険 
（労災・雇用）に加入をお願いします。お問合せ：伊豆の国市商工会本所、各支所 




